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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第79期
第２四半期
累計期間

第80期
第２四半期
累計期間

第79期

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年７月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年７月１日
至　平成26年６月30日

売上高 （千円） 10,613,910 10,216,598 25,106,383

経常利益 （千円） 289,158 66,277 1,120,862

四半期（当期）純利益 （千円） 161,740 24,502 605,846

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 569,375 569,375 569,375

発行済株式総数 （株） 3,432,475 3,432,475 3,432,475

純資産額 （千円） 5,775,122 6,063,199 6,064,119

総資産額 （千円） 13,917,628 14,142,612 15,355,764

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 47.24 7.16 176.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 40.00

自己資本比率 （％） 41.5 42.9 39.5

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △2,212,235 △1,001,912 △587,906

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △11,658 △140,127 △55,095

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △117,519 △137,269 △119,679

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,950,036 3,249,459 4,528,768

 

回次
第79期
第２四半期
会計期間

第80期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 56.24 29.11

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、関連会社がないため、持分法についての該当事項はありません。

３　当社は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について記載し

ておりません。

４　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策により円安・株高が進み、

景気は緩やかな回復基調となりました。しかしながら、消費税増税後の個人消費回復が遅れていることに加え、円

安進行による原材料の高騰などもあり、先行きは依然不透明な状況にあります。

　このような状況のもとで当社は、従来からのガス・電力・水道などのライフライン関連ビジネスの強化を図りつ

つ、太陽光発電等の再生可能エネルギーや分析データベースソフトなど新たな分野にも販売活動を展開してまいり

ました。

　その結果、当第２四半期累計期間の受注高は、上水道・エネルギー向け制御システムや各種分析機器が好調に推

移し、140億90百万円（前年同四半期比7.6％増）となりました。しかしながら、受注した大型案件の工期が長いこ

ともあり完成が下期以降となるものが多く、売上高は102億16百万円（前年同四半期比3.7％減）となりました。

　また、利益面につきましては、大型案件受注に伴う事前設計費の増加や関西支社移転等販管費が増加したことも

あり、営業利益49百万円（前年同四半期比80.8％減）、経常利益66百万円（前年同四半期比77.1％減）、四半期純

利益24百万円（前年同四半期比84.9％減）となりました。

　当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング業務などを

行っているものであり、セグメントは単一であります。したがいまして、セグメント情報は省略しております。

 

　なお、当社における商品の品目別概況は、次のとおりです。

《制御・情報機器システム》

　当品目につきましては、工事案件の完成が一部下期にずれ込んだことなどにより、売上高は47億81百万円（前年

同四半期比11.3％減）となりました。

《計測器》

　当品目につきましては、自動車試験開発向けや通信測定器等が回復し、売上高は19億31百万円（前年同四半期比

7.0％増）となりました。

《分析機器》

　当品目につきましては、食品・薬品、学校、官公庁向けなど様々な分野で堅調に推移し、売上高は31億27百万円

（前年同四半期比5.7％増）となりました。

《産業機器その他》

　当品目につきましては、前期と同様に自動車研究開発向けの大型試験装置の完成がなく、売上高は３億75百万円

（前年同四半期比18.9％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて9.8％減少し114億87百万円となりました。これは現金及び預金が11億79百万

円、受取手形及び売掛金が５億77百万円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて1.2％増加し26億55百万円となりました。これは、繰延税金資産が56百万円

減少した一方、投資有価証券が81百万円増加したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて7.9％減少し141億42百万円となりました。

（負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べて13.6％減少し72億89百万円となりました。これは、前受金が３億35百万円増

加した一方、買掛金が10億58百万円、未払法人税等が３億92百万円減少したことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて8.0％減少し７億89百万円となりました。これは主に、退職給付引当金の減

少70百万円などによるものであります。

　この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて13.0％減少し80億79百万円となりました。
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（純資産）

　純資産合計は、その他有価証券評価差額金が54百万円増加した一方、利益剰余金が55百万円減少したことなどに

より、60億63百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は42.9％（前事業年度末は39.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、12億79

百万円減少し、32億49百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な変動の要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間における営業活動により、前年同四半期累計期間に比べ支出が12億10百万円減少し、10億

１百万円の資金支出となりました。これは主に売上債権の減少５億78百万円があった一方、法人税等の支払３億95

百万円や仕入債務の減少10億58百万円、棚卸資産の増加４億77百万円などがあったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間における投資活動により、前年同四半期累計期間に比べ支出が１億28百万円増加し、１億

40百万円の資金支出となりました。これは主に定期預金の預入による支出１億円や保険積立金の積立による支出46

百万円などがあったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第２四半期累計期間における財務活動により、前年同四半期累計期間に比べ支出が19百万円増加し、１億37百

万円の資金支出となりました。これは主に配当金の支払１億36百万円によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　なお、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につきましては、特記すべき

事項はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発費は54百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,432,475 3,432,475

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株でありま

す。

計 3,432,475 3,432,475 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 3,432,475 － 569,375 － 814,474
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（６）【大株主の状況】

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町２丁目９番32号 442 12.88

西川計測社員持株会 東京都渋谷区代々木３丁目22番７号 292 8.53

西　川　　　徹 東京都杉並区 238 6.94

西　川　隆　司 東京都世田谷区 196 5.71

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 120 3.49

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 81 2.38

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 80 2.33

CGML PB CLIENT ACCOUNT /COLLATERAL

(常任代理人　シティバンク銀行株式

会社)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE,

CANARY WHARF, LONDON E14 5LB

(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

76 2.22

竹　田　和　平 愛知県名古屋市天白区 70 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 65 1.89

計 － 1,662 48.44
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     8,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,423,100 34,231 －

単元未満株式 普通株式       675 － －

発行済株式総数 3,432,475 － －

総株主の議決権 － 34,231 －

（注）　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

西川計測株式会社

東京都渋谷区代々木

　　　　３丁目22番７号
8,700 － 8,700 0.25

計 － 8,700 － 8,700 0.25

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年７月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,528,768 3,349,459

受取手形及び売掛金 6,730,029 ※ 6,152,053

商品及び製品 1,311,935 1,789,063

前渡金 79,931 121,802

前払費用 19,789 18,218

繰延税金資産 57,336 28,482

その他 8,017 29,748

貸倒引当金 △4,428 △1,815

流動資産合計 12,731,379 11,487,012

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 180,351 191,265

機械及び装置（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 20,616 23,533

土地 6,172 6,172

リース資産（純額） 4,489 3,332

有形固定資産合計 211,629 224,302

無形固定資産   

のれん 27,500 22,500

特許権 62 －

ソフトウエア 11,610 14,545

電話加入権 5,094 5,094

その他 － 3,958

無形固定資産合計 44,267 46,099

投資その他の資産   

投資有価証券 1,348,064 1,429,467

繰延税金資産 186,560 130,450

役員に対する保険積立金 531,818 549,975

長期前払費用 549 967

破産更生債権等 2,043 1,096

その他 301,397 274,283

貸倒引当金 △1,946 △1,044

投資その他の資産合計 2,368,488 2,385,197

固定資産合計 2,624,384 2,655,599

資産合計 15,355,764 14,142,612
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 6,692,390 5,633,854

リース債務 2,314 3,119

未払金 92,021 148,864

未払費用 189,641 175,380

未払法人税等 408,675 16,439

前受金 728,926 1,063,982

預り金 159,628 108,305

役員賞与引当金 96,504 4,445

受注損失引当金 814 814

損害賠償損失引当金 41,300 41,300

その他 20,869 93,209

流動負債合計 8,433,087 7,289,714

固定負債   

リース債務 2,368 4,431

長期未払金 84,079 84,079

退職給付引当金 772,110 701,187

固定負債合計 858,557 789,698

負債合計 9,291,645 8,079,412

純資産の部   

株主資本   

資本金 569,375 569,375

資本剰余金 815,226 815,226

利益剰余金 4,041,338 3,986,155

自己株式 △3,979 △4,082

株主資本合計 5,421,960 5,366,673

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 642,159 696,526

評価・換算差額等合計 642,159 696,526

純資産合計 6,064,119 6,063,199

負債純資産合計 15,355,764 14,142,612
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※ 10,613,910 ※ 10,216,598

売上原価 8,696,526 8,382,422

売上総利益 1,917,383 1,834,175

販売費及び一般管理費   

受注前活動費 116,662 139,505

貸倒引当金繰入額 1,216 －

役員報酬 77,550 78,750

役員賞与引当金繰入額 19,710 4,445

給料及び手当 832,161 861,162

退職給付費用 37,534 40,084

福利厚生費 141,072 144,857

賃借料 163,409 182,009

減価償却費 18,508 24,258

その他 249,506 309,185

販売費及び一般管理費合計 1,657,331 1,784,257

営業利益 260,051 49,917

営業外収益   

受取利息 429 439

受取配当金 8,599 9,394

還付消費税等 8,982 －

その他 11,175 6,657

営業外収益合計 29,185 16,490

営業外費用   

その他 78 130

営業外費用合計 78 130

経常利益 289,158 66,277

特別利益   

投資有価証券売却益 765 208

特別利益合計 765 208

特別損失   

事務所移転費用 － 9,946

特別損失合計 － 9,946

税引前四半期純利益 289,923 56,539

法人税、住民税及び事業税 122,398 8,218

法人税等調整額 5,785 23,818

法人税等合計 128,183 32,037

四半期純利益 161,740 24,502
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 289,923 56,539

減価償却費 21,889 28,662

のれん償却額 4,999 4,999

移転費用 － 9,946

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,016 17,681

貸倒引当金の増減額（△は減少） 160 △3,515

受注損失引当金の増減額（△は減少） 19 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △51,021 △92,059

受取利息及び受取配当金 △9,028 △9,833

投資有価証券売却損益（△は益） △765 △208

売上債権の増減額（△は増加） 294,393 578,922

たな卸資産の増減額（△は増加） △306,910 △477,128

仕入債務の増減額（△は減少） △2,107,857 △1,058,535

前渡金の増減額（△は増加） △114,156 △41,870

前受金の増減額（△は減少） 76,463 335,055

未払金の増減額（△は減少） △61,451 36,056

未払消費税等の増減額（△は減少） △18,188 75,970

その他 △23,725 △70,576

小計 △1,994,235 △609,890

利息及び配当金の受取額 9,028 9,805

本社移転費用の支払額 △18,232 －

移転費用の支払額 － △6,387

法人税等の支払額 △208,795 △395,439

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,212,235 △1,001,912

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,239 △12,236

有形固定資産の売却による収入 682 －

無形固定資産の取得による支出 △1,929 △7,793

投資有価証券の取得による支出 △6,792 △6,912

投資有価証券の売却による収入 2,144 9,847

差入保証金の差入による支出 △461 △19,674

差入保証金の回収による収入 991 12,702

保険積立金の積立による支出 △3,053 △46,059

保険積立金の払戻による収入 － 30,000

定期預金の預入による支出 － △100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,658 △140,127

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △1,714 △1,157

自己株式の取得による支出 △45 △103

配当金の支払額 △115,759 △136,009

財務活動によるキャッシュ・フロー △117,519 △137,269

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,341,413 △1,279,309

現金及び現金同等物の期首残高 5,291,449 4,528,768

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,950,036 ※ 3,249,459
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似

した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第２四半期累計期間の期首において、退職給付引当金が88,604千円及び繰延税金資産が31,339千円

それぞれ減少し、利益剰余金が57,265千円増加しております。なお、当第２四半期累計期間の損益に与える影響は

軽微であります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第

２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期間

末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成26年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 125,032千円

 

（四半期損益計算書関係）

※　前第２四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年12月31日）および当第２四半期累計期間

（自　平成26年７月１日　至　平成26年12月31日）

当社は通常の営業形態として、第３四半期会計期間の納入、工事完了が集中するため、第３四半期会計期間の売

上高が他の四半期会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日）

現金及び預金 2,950,036千円 3,349,459千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △100,000

現金及び現金同等物 2,950,036 3,249,459
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（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月25日

定時株主総会
普通株式 116,411 34.00 平成25年６月30日 平成25年９月26日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成26年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月26日

定時株主総会
普通株式 136,951 40.00 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平

成26年７月１日　至　平成26年12月31日）

　当社は、計測制御機器、分析機器等の各種電子応用機器の販売と、それに付随するエンジニアリング業務な

どを行っているものであり、セグメントは単一であるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成25年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 47円24銭 ７円16銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 161,740 24,502

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 161,740 24,502

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,423 3,423

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

西川計測株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 江　　口　　泰　　志　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　原　　義　　勝　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西川計測株式会

社の平成26年7月１日から平成27年６月30日までの第80期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、西川計測株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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